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知られるようになった。さらに同年秋，厚生労働省の発表（『労働経済白書』）が「ニート，52万人」
と報じられて，一躍時代の言葉となり，同年末には，この年の流行語大賞にノミネートされるほど













































































1990年に 6.6％だった 15～19歳の若者の失業率は，95年には 8.2％，2000年には 12.1％，ピーク
の 02年には 12.8％にまで上昇している。同様に 20～24歳の若者の失業率も 1990年の 3.7％から，






年版 労働経済白書』の集計では，1982年に 52万人とされるフリーターの人数は 92年に 101万とな
り，その後 10年で 100万人増加して，2002年には 209万人に達している。
ところが，平成 17年度版の同白書は，なぜかフリーターの問題を「就業をめぐる若年者の意識」
の面からクローズアップし，その文脈のなかで，上述のように「ニート」の存在をいわば認定し，



































































































1983  1990  1993  1994  1996  1999  2002  2005
全年齢計 8.9? 7.2  9.6  7.7  6.3  5.1  4.6  4.8
 
15～24歳 18.9  11.5  10.2  10.6  10.0  7.1  7.9
 
25～54歳 8.0  7.9  7.8  6.0  4.3  3.7  4.2
＊ 1980-88
表－２ 日本の失業率の推移
1983  1990  1993  1994  1996  1999  2002  2005
全年齢計 2.5? 2.1  2.5  2.9  3.4  4.7  5.4  4.4
 
15～24歳 4.5  4.3  5.5  6.6  9.3  10.1  8.7
 


























































































































従って 2年間の一般教育の継続を保障する「自由青年期教育 free youth education」，そして，学問
的志向のない若者を職業教育コースへと動機づける「基礎職業教育コース basic vocational train-
ing」，最後に，前述の「若者失業プログラム」（1996年）へと継続される，失業中の若者に対する「特









年には約 7％にまで下がっている???。同じくOECDのデータによって 2002年の 15～24歳の数値












































（14)『朝日新聞』（東京），2006年 7月 29日付の記事では，厚労省の「若者自立塾」開始から 1年の状況が報告され
ている。昨年 7月にスタートし，共同生活する訓練期間は原則 3ヶ月，費用の自己負担の月額は約 7万円。認定さ
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（21)Thomas Bredgaard,Henning Joergensen,Was the Problem Solved:Dainish Youth Unemployment Policies in
 













（28）Soeren P.Nielsen,Pia Cort,Vocational education and training in Denmark,Cedefop 1999,p.29-30.
（29）OECD,Employment Outlook 2002,p.28（Chart 1.4).
（30）白川一郎『日本のニート・世界のフリーター』中央公論社，2005年，223-224頁。
［付記］
本稿は平成 17年度・18年度科学研究費補助金（萌芽研究）による研究成果の一部である。
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